「横浜市電修復プロジェクト」（仮称）に関する覚書（案）
　●塗装会社●（以下「甲」という）、●新聞社●（以下「乙」という）、●横浜市当該部局●（以下「丙」という）は、以下の「横浜市電修復プロジェクト」（仮称）について、以下のとおり合意する。

（目的）

第1条 かつて横浜市内の主要な交通手段だった横浜市電の車両は、本市の近代交通の歴史を伝える重要な歴史遺産であるが、わずかな台数を残すのみとなった。久良岐公園（港南区上大岡東3－12－1）に設置されている市電1156号（以下「市電」という。）車両は、経年劣化が激しく、その価値を著しく損ねている。よって、甲、乙、丙の三者で協働して修復、保存するとともに、その過程を広く市民に紹介することで、持続可能な保存への契機とすることを目的に、「横浜市電修復プロジェクト」（仮称、以下「プロジェクト」）を実施する。
（役割分担）

第2条 甲、乙、丙の三者それぞれが専門分野を生かし、プロジェクトの遂行に努める。外部塗装や内装修復など車両の修復業務は甲が主となり、特別な車両部品の調査・調達の主導、応援募金の呼び掛けやメディアを活用した活動報告、及び市電修復後の運営活動に関する協力は乙が行う。また、市電の保持・管理などは丙が行う。なお、不測の事態で費用分担などについて別途協議が必要な場合には、甲、乙、丙の三者にて協議する。
（免責事項）

第3条 市電の修復やその後の保存において、甲、乙、丙の三者にけがや物損などの損害が出た場合、その責任はおのおのが負う。また、市電の修復・保全のためのボランティア活動や関連イベントについて、一般市民が参加する場合は、ボランティア保険に加入するなど、内容と規模に応じ、その都度、甲、乙、丙の三者で対応を協議する。
（疑義事項の取扱い）
第4条 本覚書に定めのない事項や、プロジェクトの実施において疑義が生じたときは、甲、乙、丙の三者は協議を行い、情報、課題及び目的の共有化を図りながら、相互に協力して円滑かつ効果的に解決するよう努める。
本覚書の締結を証するため、本書３通を作成し、甲、乙、丙の三者がそれぞれ押印の上、各自１通を保有する。

平成２３年　　　月　　　日
甲　●所在地●
●社名・肩書き・社長名・印鑑●
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丙　●所在地●
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